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１．グローバル

半より資本主義世界は構造転

性的動揺，発展途上諸国にお

表されるような経済統合の進

化の意義と「覇権」システ

換が進展した。それはアメ

ける経済発展の相違，多国

展，旧ソ連・東欧諸国におけ

ム

リカ・ドルの国際通貨とし

籍企業の世界大での活動増

る共産党政権の崩壊，さ

らにはアフリ

本主義の「勝

世紀後半に大

現代世界の政

界経済の特有

第１に，グ

を意味してい

カ・アジアでの絶えざる戦争

利」の時代でありながら，同

きな変貌を遂げたが，その象

治，経済あるいは社会生活に

の現象として位置づけるとす

ローバル化の進展は，世界

る。したがってグローバル化

などとして生じたのであっ

時に混迷の時代に突入した

徴的な現象がグローバル化

多大な影響を及ぼしている

れば，その内容は次のよう

経済における「覇権（

は，どのようにして世界経

た。いわば 世紀後半は資

のであった。世界経済は

である。グローバル化は，

。グローバル化を今日の世

に整理することができる。

）」の獲得・支配の過程

済の「覇権」を獲得したの

かあるいは

ある。

第２に，世

とする。国際

媒介通貨とし

られる。諸国

「覇権」維持政策がなされて

界経済における「覇権」の獲

的な価格表示，価格基準は，

て，準備金として用いられる

民経済間の経済的関係は，

いるのかという，「覇権」の内

得は，自国通貨による国際

国際通貨を中心に行われる

だけでなく，資本輸出さら

国際通貨を媒介として形成さ

容を明らかにすることで

通貨システムの構築を基礎

。国際通貨は，国際取引の

には投機資金としても用い

れることになる。「覇権」
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の獲得は，一国

として流通して

第３に，世界
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通貨が国際通貨として機能す

いる根拠を明らかにすること

経済における「覇権」は，国

学（第 巻・第１号）

ることであり，今日ではアメ

である。

際通貨を通じた市場支配だけ

リカ・ドルが国際通貨

でなく，巨大な生産力

を背景にしての

生産，技術支配

の過程がグロー

第４に，「覇

発展途上諸国も

（

めながら諸国民

生産支配，技術支配をも含ん

を行っていくのか，またその

バル化の内容である。

権」の維持あるいはグローバ

含めた諸国民経済の同質化と

）などの国

経済の同質化と差別化を進展

でいる。一国民経済がどのよ

支配が他の国民経済にどのよ

ル化は，世界経済における先

差別化・選別化傾向を進めて

際機関を利用しながら，ある

させる。グローバル化によっ

うな過程を通じて市場，

うな影響を及ぼすのか

進資本主義諸国および

いく。グローバル化は，

いは地域経済統合を進

て諸国民経済は，商品

生産・流通ある

象徴としてのロ

第５に，「覇

したが，今日の

表されるような

いる。しかしア

米

のための新しい

いは消費においても標準化・

ーカル化も台頭する。

権」の獲得，グローバル化は

国際関係は必ずしも単一国

地域統合は，アメリカに代わ

メリカは に対抗するた

州自由貿易地域）の形成を計ろ

形態の地域統合であり，また

共通化が進展するが，また同

， 世紀イギリス， 世紀は

民経済でなくても可能であろ

ってグローバル化を進展させ

めに あるいは

うとしている。したがって

アメリカ単独では「覇権」維

時に反グローバル化の

アメリカによって進行

う。たとえば に代

る主体となろうとして

（

， は，「覇権」

持できないことを意味

している。

第６に，多国

自国国民経済の

多国籍企業は，

あり，国境を越

世界経済での国

に代わって世界

籍企業による世界大での生産

利害に反する行動も採られる

世界経済の支配を目的として

えての投資，企業合同・結合

際的寡占体制の確立をめざす

経済での「覇権」の確立も可

拡大は，自国の政治・経済シ

。それは進出した国民経済に

いるが，その支配形態は生産

，買収などとして行われる。

ことになる。したがって多国

能になる。この多国籍企業の

ステムを利用しながら

おいても同様である。

，価格，技術，市場で

多国籍企業は，いわば

籍企業は，諸国民経済

世界経済での活動の拡

大は，今日のグ

上の諸現象は

境を越えた生産

模で展開される

独の現象であっ

関係であるが，

器であり，環境

ローバル化現象の特徴として

世界経済におけるグローバル

，流通，消費という経済関係

現象であり，国際関係の諸局

たり，重なり合ったりするこ

情報は国境を越えた世界規模

汚染なども国境を越える。さ

位置づけることができる
）
。

化の進展ということができる

あるいは資本，商品，労働力

面によってその現れ方が異な

とになる。たとえば貿易，資

で伝達する。あるいはミサイ

らに多国籍企業は国境を越え

。グローバル化は，国

，技術などが世界的規

る。その諸局面は，単

本移動は国民経済間の

ルも国境を越えての兵

て生産，流通，消費の

連鎖を形成して

も特徴的な現象

業の行動に焦点

多国籍企業は

発展途上諸国に

通，消費構造は

いく。したがって多国籍企業

となっている。そこでグロー

をあてれば，その特徴を次の

世界市場で国際的寡占体制を

進出するのではないが，多国

大きく変化する。とりわけ多

は今日の経済的なグローバル

バル化を進展させている重要

ようにあらわすことができる

構築しようとする。多国籍企

籍企業の進出によって各国の

国籍企業は， 年代後半か

化を進展させている最

な主体である多国籍企

。

業はすべての国民経済，

経済すなわち生産，流

ら世界経済での影響が
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顕著である。

間の競争は行

争が排除さ

グローバル化の

それは国際的分業の再編であ

われるが，多国籍企業間によ

れることになる。グローバル

進展と日本の国際関係（岩田）

り，貿易構造の変化である

る生産配置の結果国際的寡

化は，アメリカ， ，日本な

。世界経済では多国籍企業

占体制が確立し，国際的競

どの多国籍企業による世

界経済での生

ても捉えるこ

共通化が進展

らに多国籍企

こうした事態

アジア

ち早く巻き込

産配置，あるいは先進資本主

とができる。多国籍企業によ

する。それは国際的分業の構

業の生産配置の拡充は，諸国

の進展をグローバル化と表現

， ，一部のラテン

まれたのであり，南アジアの

義国での相互浸透を通じて

る生産配置は，各国民経済

造変化として，また貿易構

民経済・発展途上諸国の市

することができる
）
。

・アメリカ諸国の経済発展は

国々もその途上ということ

の生産力の平準化傾向とし

での部品・製品の平準化・

造の変化として生じる。さ

場開放を促すことになる。

，グローバル化の波にい

になる。さらにグローバル

化は，世界経

いる。とくに

グローバル化

り，同時に寡

化は，国民経

とした地域主

済における生産配置のみなら

情報分野の急速な進展は，グ

を進展させている多国籍企業

占体制の構築により競争を制

済の枠組みが崩れていく側面

義を台頭させる側面が同時に

ず，交通・運輸，情報，通

ローバル化現象の典型のよ

は，市場経済あるいは国際

限していく二面性を有して

と，国民経済の枠組みが強

進行するという特徴を有し

信などの分野でも進展して

うにもみえる。したがって

競争を行っていく主体であ

いる。すなわちグローバル

化されその国民経済を主体

ていることになる。

日本

グローバル

転，労働力移

く変動した要

表されるよう

２．グローバル

の国際関係の概況

化が進展する国際関係の変化

動あるいは援助などの国際経

因は，第１に， 年代に入

な経済構造の転換過程に入っ

化の進展と貿易構造の転換

の中で 年代から日本経

済関係が大きく変わった。

ってからの国際化，情報化

たこと。第２に， 年の

済は，貿易，投資，技術移

日本の国際経済関係が大き

，高齢化のキーワードに代

「プラザ合意」以降の急速

なドル安の進

促進であり，

による経済成

いくことであ

る。第２の

２年ほどで

容認であった

行である。第１の日本経済の

同時に日本市場の一層の開放

長の維持から企業の多国籍企

った。日本経済は輸出志向型

「プラザ合意」は， 年の

１ドル＝ 円前後の大幅なド

。日本企業にとって大幅なド

構造転換を象徴する国際化

である。 年代の日本の

業化を促すとともに，外資

経済から海外市場開拓また

対アメリカ・ドル外国為替相

ル安が進む，事実上のアメリ

ル安は，輸出価格の引き上

は，日本企業の海外進出の

国際経済関係は，輸出拡大

に対しても市場を開放して

は海外市場確保型に変化す

場１ドル＝ 円がわずか

カ・ドル為替切り下げの

げ，輸出先の変更，輸出コ

ストの削減，

をドル建てか

し，コストの

はない。国内

らに日本円が

うが，現実は

あるいは輸出から内需への転

ら円建てで行うことが必要で

引き下げも一定の限界がある

市場では既存の需給関係が形

アメリカ・ドルのように国際

日本円が国際通貨として機能

換などの措置をとらねばな

ある。ドル建て輸出価格の

。また輸出を減少し国内市

成されており，新規に参入

通貨として機能していれば

していないばかりでなく，

らない。あるいは輸出価格

上昇は国際競争力を弱める

場へ転換することも容易で

することは困難である。さ

，円建て輸出も可能であろ

東アジアのローカル通貨と
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しての位置でし

れらの措置を講

外での直接生産

立命館経済

かない。輸出の拡大のために

じなくても日本企業の国際関

への転換である。まして大幅

学（第 巻・第１号）

は，いずれかの措置を講じな

係を強化することが可能であ

なドル安は，日本企業の円換

ければならないが，こ

る。それは輸出から海

算による直接投資コス

トを低下させる

本企業の海外進

しかし 年

し，不況状態が

不況を克服し成

企業を中心とし

していないし，

ことが可能になった。こうし

出は拡大していったのである

代に入って日本は，アメリカ

継続している。 年の第４

長軌道に乗ったといえるよう

た設備投資と輸出の増大が寄

個人消費なども停滞している

て 年代はアメリカ，東南

。

， と異なって長期にわた

四半期の経済成長率はようや

な状況にはない。まして

与したのであり，依然として

。 年代からの構造転換は

アジアを中心にして日

って経済成長率が鈍化

くプラスになったが，

年末の経済成長は，大

中小企業の生産は拡大

， 年代になってい

わゆる「バブル

ている。さらに

の産業・企業に

済は，不況の克

他方日本は，

もある。 年

字は 億ドル

国際収支の大幅

経済」の破綻を克服するどこ

巨大銀行の不良債権処理が加

限定され，多くの産業は生産

服どころかますます経済成長

多額の国際収支の黒字を維持

の国際収支は経常収支および

以上であり，大幅な黒字のも

な黒字は，ドル安現象を生じ

ろか不況の長期化という一層

速され，企業倒産も増大して

体制を維持することすら困難

の展望を見いだすことができ

するという比較的経済パフォ

資本収支とも黒字を記録した

とで 年の外貨準備高は

させるが，日本銀行を中心と

深刻な事態を生じさせ

いる。設備投資は一部

になっている。日本経

ない状況にある。

ーマンスの良好な国で

。とくに貿易収支の黒

億ドルを超えている。

した国際金融政策は，

円・ドル相場の

貨準備金の増大

地域で増加して

国・地域で ％

国 億ドルな

とになる
）
。

東アジア地域

維持を図ろうとして，多額の

となった。ちなみに外貨準備

いる。 年末の世界の外貨

，１兆 億ドルの外貨を保

どで日本を含めた東アジア地

の巨額のドル外貨準備金は，

円売り・ドル買いを行ってき

金は日本のみが増加したので

準備金は，約３兆ドルである

有している。中国 億ドル

域は，世界の外貨準備金の約

主にアメリカの中期国債を購

た。その結果がドル外

はなく，アジアの国・

がそのうちアジア カ

，台湾 億ドル，韓

％を保有しているこ

入しアメリカに還流す

るシステムが形

政策を一層追求

財政赤字は拡大

の市場主義政策

の高い階層に対

さな政府」どこ

いる。こうして

成されている。アメリカは

すると共に，アフガニスタン

している。 年度の財政赤

は，企業の生産・供給を拡大

しても減税措置などが行われ

ろかむしろ「大きな政府」に

アメリカ財政は租税収入の増

ブッシュ大統領政権になって

戦争，イラク戦争などで多額

字は 億ドルになると予想

するために租税優遇措置を採

ている。アメリカは，新古典

向かわなければ「覇権」の維

加が期待できない中で軍事費

から，「市場主義」経済

の軍事費が必要になり，

されている。ブッシュ

っており，さらに所得

派経済学がめざす「小

持すらできなくなって

などの歳出が増大し，

財政赤字は深刻

アメリカの「双

赤字が継続し，

年２月以降

ユーロに対して

に対しても ％

になってきているのである。

子の赤字」は解消されるばか

とりわけ対中国貿易は日本

ヨーロッパ，アジア，オセア

は 年初めで ％の下落，

近く下落している。日本円

またアメリカは貿易収支も巨

りか悪化している。アジア諸

との赤字を上回る状況になっ

ニアなどの諸地域でドル安

アジア通貨に対しては ％，

との関係では 年２月の円

額の赤字を続けている。

国・地域との貿易では

た。アメリカ・ドルは

現象となっている。

オーストラリア・ドル

・ドル相場は１ドル＝

（ ）



円であっ

どの国民経

れ貿易収支は

グローバル化の

たのが， 年３月は１ドル

済でも自国通貨の外国為替相

改善するはずである。ところ

進展と日本の国際関係（岩田）

＝ 円のドル安になってい

場が切り下がれば一般に輸

がアメリカは，貿易収支は

る。

出が増大し，輸入は抑制さ

赤字額が減少するどころか

むしろ増加し

品の生産基地

ら安価な電子

上昇を抑制し

出してもアジ

成されている

商品が流入す

ている。とりわけアジア地域

になりつつあるが，その主な

・電機製品，機械製品，ある

ているだけでなく，企業の生

ア地域は，アメリカ国債の購

。アメリカの長期にわたる好

ることによってインフレーシ

との貿易は赤字が増大して

輸出市場はアメリカとなっ

いは繊維品などを輸入する

産コストも低下させている

入先となり財政赤字を継続

況は，アジア地域との国際

ョンの進行を抑え，さらに

いる。中国は電子・電機製

ている。アメリカは中国か

ことによって消費者物価の

。さらに巨額な貿易赤字を

することが可能な体制が形

分業関係が進展し，安価な

ドルがアメリカに還流する

ことによって

とした東南ア

況である。

年２月

行は ，ア

た。アメリカ

を支配する

権」国は誕生

ドルの暴落を阻止するという

ジアの国・地域の経済発展は

に開催された （先進７か

ジア諸国の輸出を困難にする

は財政の赤字，貿易収支の赤

ような経済状況ではない。ア

する気配すらない。それはア

システムが形成されている

，いわばアメリカの好況に

国財務省・中央銀行総裁会議）は

ということから，ドル相場の

字，ドル安の進行ともはや

メリカのこうした状況が続く

メリカ・ドルに替わる国際

からである。中国をはじめ

支えられているといえる状

，これ以上のドル安の進

安定を声明の中で採択し

「覇権」国として世界経済

にもかかわらず次の「覇

通貨が誕生できないと共に，

アジアを中心

である。

アメリカは

情報などの産

ころが日本だ

は円・ドル相

る。これ以上

にアメリカの市場と資金・技

「双子の赤字」を続けながら

業が競争力を維持しているだ

けは，アメリカ，東南アジア

場の維持のために日本銀行を

のドル安が進行すると日本の

術に依存する経済構造がま

緩やかな経済成長を達成し

けでなく，サービス部門で

の国・地域とは異なった経

はじめとした通貨当局が円

輸出は利潤減少となる。そ

すます強くなっているから

てきた。アメリカは自動車，

の成長が図られている。と

済状況となっている。日本

売り・ドル買いを続けてい

れは長期不況下の日本経済

で輸出が安定

出を安定的に

る。

日本の経済

アメリカをは

争力強化策を

進め，国際的

的に拡大しているからである

行う必要があり，また円・ド

政策は， 年代に進行した

じめとしたいわゆる「外圧」

図ってきた。 年の「石油

競争力を強化させてきた。ま

。したがってこれ以上不況

ル相場を維持していく政策

貿易の自由化，資本の自由

を利用して国内の経済構造

ショック」時も日本企業は

た貿易・資本の自由化は，

を悪化させないためには輸

を採らざるをえないのであ

化時にも明らかなように，

の整備をはかり，企業の競

，合理化と技術革新を推し

企業間の合併・統合を推進

し寡占体制

油ショックは

らにウルグア

企業の海外進

を構築したのであった。

，日本の産業構造の転換を促

イ・ラウンドの合意，

出を促したのである。

体制の崩壊やドル安・円高へ

進し，日本企業の国際的経

体制の発足のもとで日本は

の移行，二度にわたる石

済関係を深めていった。さ

，市場開放政策を推進し，

（ ）



貿易構

戦後の日本貿

などは，今日金

立命館経済

造の転換

易の象徴であり 年代，

額・数量ともに低下している

学（第 巻・第１号）

年代日本の輸出の大量を占め

だけでなく，逆に輸入は大幅

ていた繊維製品，鉄鋼

に増大している。さら

に戦後日本の経

が顕著であるば

用の ％は自動

下している。

は近年停滞ない

日本企業の海外

業は国内生産量

済成長を誘因した家庭電器と

かりか，輸入数量が輸出数量

車関連産業ともいわれている

年代， 年代の自動車生産

しは減少傾向を続けている。

生産の増大に伴って自動車関

の減少傾向が続いているが

くにカラーテレビ， な

をはるかに上回ってきている

が，国内の自動車生産は

の伸びは，輸出の拡大が寄与

国内生産および輸出量は減少

連部品の輸出は増大している

，海外も含めた生産量はピー

どは，輸出数量の減少

。日本経済の生産・雇

年をピークに急速に低

していたが，その輸出

傾向が続いているが，

。また日本の自動車企

ク時を維持している。

年自動車は

あった。 年

なった
）
。日本の

かったが，

自動車産業は

ノーによる日産

リカ２社，アメ

支配する体制が

国内の生産量 万台，うち

は，国内生産量 万台，う

自動車企業の海外売上げ比率

年には ％となり，海外依

，ドイツダイムラー・ベンツ

自動車の買収など企業の合併

リカ・ドイツ１社，日本２社

確立した。いわば自動車は国

輸出 万台であり，そのほ

ち輸出 万台であったが，

（輸出＋現地法人売上げ）は，

存度がますます増大している

とアメリカ・クライスラー社

・吸収などが急速に進み，世

，フランス・日本１社，ドイ

際的寡占体制が構築されたの

かに海外生産 万台で

海外生産量は 万台と

年 ％にすぎな

のである。

の合併，フランス・ル

界の自動車企業はアメ

ツ１社の７社が市場を

である。自動車産業は

国際的寡占体制

は， 年代か

入規制に対抗す

日本企業はアメ

生産も同時に行

少なく，さらに

アを占めること

の構築と共に相互浸透も加速

らアメリカ市場での現地生産

るためとしているが，現実は

リカでの現地生産にあたって

っていく体制を築いていった

相対的に低価格を維持した。

になった。またアメリカでの

化している。日本のトヨタ，

を開始した。現地生産はアメ

日本企業の海外進出拡大期と

は，ローカルコンテント規制

。アメリカ車に比べ日本車は

その結果，日本車はアメリカ

生産は，アメリカ車に比べれ

ホンダおよび日産など

リカによる日本車の輸

対応してのものである。

の影響のもとで，部品

燃費にすぐれ，故障が

市場で ％以上のシェ

ば低価格であるが日本

国内よりも比較

ホンダの利益の

ではホンダに抜

日本の自動車企

ヨタは ％，

車部品の輸出拡

出構造も変化し

的高級な乗用車生産をおこな

％以上は，アメリカ市場で

かれ第３位の地位にあるが，

業は，輸出・現地生産などで

ホンダ ％，日産 ％と

大もともない，世界市場での

ているのである。さらに自動

ったことにより，企業利益は

得られたものである
）
。また日

アメリカ市場では生産量を増

海外売上高を増加させ，海外

なっている
）
。また日本企業の

シェアを拡大している。海外

車企業をはじめとした日本の

増大することになった。

産自動車は，日本国内

大している。こうして

売上高比率は 年ト

海外生産の増大は自動

生産の増大に伴って輸

主要企業の海外生産の

拡大は，今日の

にも貢献すると

自動車産業に

いる。それでは

の要因は大きく

恐慌を契機とし

不況の要因を作り出している

いう二つの状況を生んでいる

象徴されるような日本の国際

こうした日本貿易の急速な転

分けて二つある。第１は，国

て大きな転換点を迎えた。

のであり，同時に輸出の拡大

のである。

経済関係は， 年代後半か

換は，何を要因として生じて

際経済構造の転換である。

とくに などの経済統合の

による国内生産の維持

ら大きく転換してきて

きたのであろうか。そ

国際経済は， 年

進展，東南アジア諸国

（ ）



の経済発展な

展とりわけ日

外進出が加速

グローバル化の

どは貿易・投資などの国際関

本企業の海外進出の増大・多

度的に増大した時期であった

進展と日本の国際関係（岩田）

係を転換させた。第２は，

国籍企業化への進展である

。とりわけ東・東南アジア

日本経済の「国際化」の進

。 年代は日本企業の海

，アメリカ市場への進出は

めざましいも

ねいた。二つ

らしたのであ

済に大きな影

出は，相互に

日本企業をは

的経済関係と

のがあり，その結果は海外製

の要因は，国際的分業関係の

る。また国内の生産構造の転

響を及ぼしている。したが

密接な関係をもって進展して

じめとする外資系企業の現地

りわけ東・東南アジアにもた

品の輸入促進，製品輸出の

編制替えであり，これが国

換は，国際的分業関係とく

ってアジア ， の

いる。あるいは中国の高度

生産の拡大である。日本経

らす影響が大きくなってき

相対的低下という事態をま

内の生産構造の転換をもた

に東・東南アジア諸国の経

経済発展と日本の海外進

成長を促した要因の一つは，

済の動向は，それだけ国際

たことを示している。さら

に日本企業の

出を増大させ

４分の１を占

は ％とな

械 ％の輸

りも，日本企

海外生産の増大は，国内のい

る効果をもったのである。

めている。また日本の製造業

っている。とくに一般機械は

出依存度となっている
）
。日

業向けを含め海外市場への依

の発足と日本の対応―東ア

わゆる「産業の空洞化」を

年の日本の中間財輸出は

の輸出依存度は， 年

％，輸送用機械 ％

本企業の海外進出の増大は，

存度を大きくさせているの

ジア経済圏形成

もたらしたが，他方では輸

，約 兆円であり，輸出の

％であったのが， 年

，電気機械 ％，精密機

「産業の空洞化」の深化よ

である。

現在，世界

ーロッパ，日

含めると全体

輸出・輸入合

輸出入とも停

とは大きく異

いる。

の貿易は輸出入合計年間約

本などの先進国の貿易は，

の ％になる。貿易はいかに

計約 億ドルで世界貿易

滞傾向にあり世界貿易におけ

なり，従来の加工貿易型から

兆ドルの規模で行われてい

約 ％を占めている。さらに

特定国に集中しているかを

の約８％となっている。

るシェアが低下している。

製品を輸出して製品を輸入

る。このうちアメリカ，ヨ

アジア ， を

示している。日本の貿易は，

年代後半から日本貿易は，

さらに日本貿易は 年代

するという構造に転換して

世界貿易

であり

国の貿易拡

う目的のもと

らず，直接投

及んでおり，

ている。日

はゆるやかながら拡大傾向を

， そして中国であ

大を促すこととなった。

，違反した国には罰則規定

資の拡大，農業保護の規制緩

資本主義国際経済関係の究極

本政府はこの 体制に対

続けている。その担い手に

る。とくに 年の の

は， に比べ貿易の自

が設けられている。 は

和，サービス貿易の自由化

的な貿易システム構築の指

してもっとも積極的に対応し

なっているのは，アジア

発足は，これらの地域・

由化の徹底をはかるとい

，商品貿易の自由化のみな

，知的所有権の保護にまで

針ともいうべき内容をもっ

た政策を実施してきた。

日本の政策は

った。市場開

リカ，ヨーロ

ーバル展開の

の規約

本企業の輸出

，日本企業の海外進出を促す

放は日本から諸外国への輸出

ッパさらには日本市場のシェ

ためには，世界各国の貿易の

を十全に実行することが求め

依存度が増大している中で

ばかりでなく，日本市場の

拡大だけでなく，諸外国に

アを増大させることである

障壁を取り除くことが必要

られているとともに日本市

日本の対外政策は， 原

開放をも約束するものであ

進出した日本企業が，アメ

。すなわち日本企業のグロ

なのであり，そのためには

場の開放も求められる。日

理を踏襲せざるをえないの
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である。

アメリカは日

力利用という競

立命館経済

本と異なって を通

争力強化を拡大する条件を

学（第 巻・第１号）

じてアメリカ企業の安定した

整備した。ヨーロッパは

部品供給と安価な労働

統合によって安定市場

を形成し，ヨー

パのような地域

る。また日本が

成をめざす背景

からねばアメリ

経済圏，環黄海

徴するような構

ロッパ多国籍企業の基盤を強

統合・地域主義が形成されて

のような環太平洋経

には，日本の安定市場の確保

カ， に対抗できないとい

経済圏などの国境を越えた地

想である。すなわちアメリカ

化している。したがって日本

いないがゆえに， に頼

済圏，東・東南アジア経済圏

および日本を中心とした国際

う脆弱な状況があるからであ

域経済圏建設は，いずれも日

，ヨーロッパに対抗するため

はアメリカ，ヨーロッ

らざるをえないのであ

，東アジア共同体の形

的分業体制の構築をは

る。さらには環日本海

本の置かれた地位を象

の経済圏を形成するこ

とによって日本

一方では

られるという状

地域経済圏の

を発足さ

うした世界貿易

圏・東アジア共

を促したのは，

経済の地位保全と日本企業の

の原理を遵守し，他方では

況におかれている。

建設は， の目的に反す

せながら，他方では地域主義

体制の変動の中で最も中途

同体の建設ということになる

年代に入ってからの貿易

海外進出を拡大するというこ

アメリカ，ヨーロッパに対抗

る地域主義の台頭である。し

が進展するという事態が進行

半端な選択を強いられており

。日本の世界貿易体制・

摩擦の激化であり，日本企業

とである。日本経済は，

する経済圏の建設が迫

かし世界の貿易体制は

している。日本は，こ

，それが東アジア経済

体制への積極的参加

の海外進出の拡大の結

果である。 世

で活路を見いだ

年代以降

中豪雨的な輸出

を加工して輸出

いう構造に変わ

車や半導体，カ

紀の日本経済は，自由貿易と

していかなければならないと

日本貿易は，輸出入ともゆる

という事態は生じえない。高

するという構造であった。し

りつつある。いわゆる製品輸

ラーテレビ， などは輸

地域主義という二つの相反し

いう状況に置かれている。

やかな上昇であり，かつての

度成長期の日本貿易は，原料

かし今日の貿易は製品を輸入

入率は， 年代後半から

出商品でありながら同時に輸

た貿易システムのなか

ような急速な拡大・集

・材料を輸入し，それ

し，製品を輸出すると

％を超えている。自動

入商品にもなっている。

は 年

よって生産拡大

日本企業による

じたのである。

テレビは，すで

ビも輸入台数は

技術集約的な高

代後半から生産が開始され，

を果たしてきた。その

マレーシアなどでの海外生産

は生産開始・輸出開始

に 年以上にわたって家庭電

輸出台数をはるかに超えてい

価な製品を輸出し，輸入品は

国内市場よりもアメリカなど

は安価な韓国製品の日本市場

の増大のために輸入商品へ転

から 年で輸出入バランスが

器産業部門の主要な製品であ

る。日本から輸出するカラー

安価な普及品という構造であ

の外国市場への輸出に

への浸透にもよるが，

換するという事態が生

逆転している。カラー

るが，このカラーテレ

テレビは，一般に高度

った。しかし近年はプ

ラズマテレビな

いう計画が進行

業が東・東南ア

逆輸入品は，東

でいる。カラー

が進行している

どの最新の製品も中国で生産

している。カラーテレビの場

ジアなどで生産した商品を輸

・東南アジア諸国で生産した

テレビに限らず多くの製品分

。電機製品にかぎらず，情報

が行われるばかりでなく，技

合は日本での生産は製品が限

入するという形態に変化して

商品のみならず，アメリカで

野で日本企業の海外生産品が

機器，精密機械などでも日本

術開発も東アジアでと

定され，さらに日本企

きている。日本企業の

生産した商品にも及ん

輸入されるという事態

企業の現地生産品が日
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本に輸入され

また日本は

えているのは

グローバル化の

ている。いわゆる逆輸入効果

長期不況でありながらいわゆ

，アメリカ経済の成長，およ

進展と日本の国際関係（岩田）

であり， 年には約６兆

る輸出ドライブは働いてい

びアジアの成長である。さ

円となっている
）
。

ない。日本の輸出拡大を支

らに近年の日本の輸出は，

中国をはじめ

くなってきて

ると日本の不

拡大は，日本

ない要因とな

かつての日

輸入する構造

としてアジアあるいはアメ

いる。日本企業の海外生産に

況を悪化させない要因のひと

からの部品・素材の輸出を増

っているともいえる。

本貿易は，アメリカ，ヨーロ

であった。日本からの輸出品

リカ， などで海外生産して

伴う製品・部品の輸出は

つは，輸出の拡大というこ

加させていることから，今

ッパに対しては，製品を輸

は，鉄鋼，精密機械，自動

いる日本企業向けが大き

兆円となっている
）
。そうな

とになる。海外現地生産の

日の日本の不況を悪化させ

出し，原材料および製品を

車，家庭電器，繊維品など

であり，アメ

さらに東・東

入する構造で

を輸出し，製

生産した製品

カ，ヨーロッ

構造になって

品を輸出し，

リカ・ヨーロッパからは航空

南アジア貿易では，日本から

あった。ところが最近のアメ

品・部品を輸入するという構

をアメリカ，ヨーロッパに輸

パ，東・東南アジア貿易は，

きている。日本からは，アメ

東・東南アジア地域には高度

機，機械，化学品，薬品，

は製品を輸出し，食料・原

リカ，ヨーロッパ，東・東

造に変わった。さらに日本

出するという貿易形態も行

日本を基軸とした製品間の

リカ，ヨーロッパには高度

技術集約型部品および高付

農産物などが輸入された。

料，繊維品，部品などを輸

南アジア貿易は製品・部品

企業が，東・東南アジアで

われている。日本とアメリ

貿易・国際分業ともいえる

技術集約型・高付加価値製

加価値部品を輸出する。輸

入は，アメリ

製品および農

もに一部では

産加工品を輸

東・東南ア

あるいは日本

との経済関係

カ，ヨーロッパからは，航空

産物を，東・東南アジア地域

高付加価値・高度技術集約型

入するという構造になってい

ジア地域は，日本企業の進出

市場に依存するという構造に

が強くなっていることを示し

機，自動車，薬品などの高

からは，標準化された製品

製品および労働集約的な製

る。

による生産力発展だけでな

なりつつある。それだけ東

ているのである。こうした

度技術集約型・高付加価値

・普及品，安価な部品とと

品である繊維品，農業・水

く，日本の技術導入，援助

・東南アジア地域は，日本

関係が形成されたのは，日

本政府による

行したからで

国際的分業関

シュ，スリラ

の充実，文

に南アジア

に

アジア地域への援助，貿易，

ある。アジア地域でも企業進

係の形成も未成熟な状況にな

ンカ，モルディブ，ネパール

化の発展を目的とした南アジ

自由貿易圏（ ）を

続いて南アジア地域でも日本

技術輸出さらには企業進出

出の少ない地域とくに南ア

っている。そこでインド，

，ブータンの７カ国は，域

ア地域協力連合（ ）を

年に確立するという合意がな

企業をはじめとした外資導入

による棲み分け的政策が進

ジア地域では，経済発展，

パキスタン，バングラディ

内の経済水準の向上，福祉

年に発足させ，さら

された。アジア ，

政策を本格化させ，経済

発展の基軸に

アジア地域

術移転，さら

る効果をもつ

もしれないが

アジア各国は

しようとする政策である。

全体で日本との経済的関係を

には貿易の拡大が見込まれる

。アジア地域における中国の

，別の側面から見れば中国の

日本の資金，技術などを利用

成熟することは，援助はも

とともに，中国に偏りつつ

経済的地位の向上は，アジ

脅威がますことになる。そ

して自国の経済的地位の向

ちろんのこと直接投資，技

ある直接投資を分散化させ

アの平和・安定に役立つか

こでインドをはじめとした

上をはかろうとしているの

（ ）



である。日本と

したことから最

にする政策を追

立命館経済

の経済的関係の構築は，東・

近ではベトナム，カンボジア

求してきている。またインド

学（第 巻・第１号）

東南アジア地域での経済発展

，バングラディシュなども日

も外国資本，技術の導入を拡

を可能にさせた。こう

本との経済関係を密接

大する政策に転換して

いる。アジア地

主義諸国との経

を深めれば深め

カは， に

地域へ

影響力を小さく

別の側面から見

域は，従来の「民族主義的・

済的関係を深めようとしてい

るほど，アメリカは世界経済

も積極的にも参加するよう

の企業進出も拡大するとい

するということは，中国の経

ればアメリカの「覇権」維持

自立的国民経済建設」を事実

るのである。しかしアジア地

における地位を後退させるこ

になってきているし，中国の

う方向を示している。いわば

済的・政治的影響力を高める

が継続していくことを意味し

上放棄して，先進資本

域が日本との経済関係

となる。そこでアメリ

経済発展にも関与し，

日本のアジア地域での

ことになるが，それは

ている。

年の年末

提案した。首脳

議が

催するのも初め

条約（ ）」

「東アジア共

小泉首相が

の中に組み込ん

小泉首相は，日本と

会議は「東アジア共同体」

諸国以外で開かれたのは今回

てである。日本はこの会議

への加盟を表明した。さらに

同体」は， カ国と

年東南アジアを訪問した際に

だのである。それではなぜ

との特別首脳会議で「東ア

の創設を含む東京宣言を採択

が初めてであり，日本がイニ

で の基本条約である

日本は「東アジア共同体」構

日本，中国，韓国の地域連携

提起した構想である。この構

小泉首相は，「東アジア共同体

ジア共同体」の創設を

した。 首脳会

シアチィブをとって開

「東南アジア友好協力

想を提起したのである。

を目標としたもので，

想を今回の会議の宣言

」を提起したのであろ

うか。これまで

なように，アメ

企業の競争力強

新が国民的課題

易・資本自由化

体制の崩

換を促し，日本

の日本の政策は， 年代に

リカをはじめとしたいわゆる

化策を図ってきた。 年の

であるかのように認知させ，

措置は，競争力の強化過程

壊やドル安・円高への移行，

企業の海外展開を拡大して

進行した貿易の自由化，資本

「外圧」を利用して国内の経

「石油ショック」時も日本企

その後の国際的競争力を強化

での企業間の合併・統合を

二度にわたる石油ショックは

いくことになった。 を

の自由化時にも明らか

済構造の整備をはかり，

業は，合理化と技術革

させていった。また貿

推進したのであった。

，日本の産業構造の転

はじめとした地域間経

済協力の推進は

システ

ことである。し

義が進展すると

端な選択を強い

ある。日本の世

の貿易摩擦の激

，こうした状況の中で行われ

ムを受け入れながら同時に地

かしアジアを除く世界の貿

いう事態が進行している。日

られており，それが東アジア

界貿易体制・ 体制への

化であり，日本企業の海外進

た政策であった。

域経済圏を建設することは，

易体制は を発足させな

本はこうした世界貿易体制の

経済圏・東アジア共同体の建

積極的参加を促したものは，

出の拡大の結果である。

の目的に反する

がら，他方では地域主

変動の中で最も中途半

設構想に がったので

年代に入ってから

今日の日本経

る。中国を含む

輸出拡大にある

って遅ればせな

ようとしている

ステムのなかで

済は長期不況にあり，さらに

アジアはいまや日本の最大の

。アメリカ， はそれぞれ

がら日本も地域経済圏の建設

。そこで 世紀の日本経済は

活路を見いだしていかなけれ

東・東南アジアとの貿易・投

市場であり，不況を悪化させ

地域主義への道を歩み始めよ

を図らねばアジア地域からも

，自由貿易と地域主義という

ばならないのである。

資が拡大する方向にあ

ない要因もアジアへの

うとしている。したが

見放される事態が生じ

二つの相反した貿易シ

（ ）



グローバル化の

３．

進展と日本の国際関係（岩田）

海外生産の拡大

直接

年代の

れが 年か

輸出し，製品

器製品，半導

こうした商品

投資の現状

日本貿易は金額的には拡大し

ら輸出，輸入とも数量的な増

を輸入するという構造に転換

体，自動車関連品，繊維製品

の輸入増加が 年代後半か

続けているが，数量的には

加が続いている。日本貿易

しつつあることを示す現象

などであり，いずれも日本

ら加速化してきている。さ

微増にとどまってきた。そ

は加工貿易構造から製品を

である。輸入品は，家庭電

で生産しうるものである。

らにこれらの商品のうちの

多くは，日本

産は，日本へ

関連が強い。

いるが，その

パソコンなど

うした地域で

という構造に

なく，アジア

企業が外国で生産したもので

の逆輸入という形態をとって

たとえば自動車生産は，アメ

ための生産設備の輸出，関連

も韓国，台湾，中国，マレー

の生産は，日本からあるいは

なっている。いわば日本企業

，アメリカ，場合によっては

ある。とりわけ日本企業の

いるのである。輸出の増大

リカ，ヨーロッパ，台湾，

部品の輸出は増大傾向にあ

シアなどで生産した製品が

東・東南アジア地域の生産

の海外展開は，日本を生産

ヨーロッパの生産拠点を基

東・東南アジア地域での生

も日本企業の海外展開との

タイ，中国などで行われて

る。家庭電器製品あるいは

日本に輸入されている。こ

拠点から部品が調達される

拠点として展開するだけで

軸にして，数カ国で部品お

よび完成品を

すなわち日本

ロッパ，およ

日本企業の

代に入ってか

代から始まっ

アなど一部の

生産し，さらに現地で販売す

企業の直接投資とりわけ多国

び東・東南アジア地域に展開

海外生産額は， 年商品輸

ら本格的に増大した。日本企

たといえる。日本企業の直接

地域・国であったが， 年

るかあるいは先進国市場へ

籍企業的展開は，アメリカ

するという形態である。

出額を超えるようになった

業の海外展開あるいは多国

投資は， 年代はアメリ

代になるとアメリカ，ヨー

の輸出という形態である。

を最大の投資先としてヨー

。日本の直接投資は 年

籍企業化は，まさに 年

カ，香港およびインドネシ

ロッパ，東・東南アジアな

どに集中する

，中

年代から

が減少した。

域にシフトし

は鉄鋼，石油

が大量を占め

ようになってきた。日本企業

国などの東・東南アジア地

年代のはじめまで韓国が

韓国の低賃金利用を目的とし

ていったのである。日本企業

化学，アルミなどの素材産業

ていた。 年代後半からは

の海外展開は，アメリカ，

域に二分されるようになって

主要な投資地域であったが

た投資は 年代までであ

の海外進出は，業種別では

および繊維などに代表され

電機・電器，自動車などの

ヨーロッパなどの先進国と

きている。日本企業は，

， 年代後半から投資額

り，その後は東南アジア地

年代と 年代初めまで

るような労働集約的な産業

いわゆる高付加価値・技術

集約型産業の

銀行，証券な

た日本企業の

転換する日本

であった。こ

年末の

海外進出が増大する。また海

どの金融，不動産業などの海

海外進出は，日本経済の構造

経済の行き先は，さらなる経

うした施策は日本企業の海外

日本企業の直接投資残高は，

外進出は電機・電器，自動

外進出も増大していく。い

転換を迫る契機となった。

済の国際化であり，市場開

進出を一層拡大することを

億ドルであるが，その

車などの製造業だけでなく，

わば 年代から本格化し

高度成長から安定成長へと

放，規制緩和などの諸措置

目的とした。

うち約 ％は北アメリカで

（ ）



あり， ％がヨ

は，世界第１位

本企業の雇用す

立命館経済

ーロッパとなっている。アジ

の金額であったが， 年は

る海外の従業員数は， 万

学（第 巻・第１号）

ア地域は， ％にすぎない。

第７位の約６％のシェアにす

人（ 年）である。日本での

また 年の直接投資

ぎなくなっている。日

外資系企業の従業員数

は 万人である

外資系企業に

フランスなどそ

経済成長は，外

い環境になって

外進出の促進を

いわゆる「バブ

から，海外では 倍の雇用を

よる日本での直接投資残高は

れぞれの国の の ％以

資導入によって支えられてい

いることになる。 年代か

はかるとともに外資導入を拡

ル経済」期は，日本企業の海

行っていることになる。

日本の の ％であり

上と比べると著しく小さい
）
。

るが，少なくとも現在の日本

ら進展した日本の「国際化」

大することであった。ところ

外進出が増大し，直接投資バ

，アメリカ，イギリス，

年代のアメリカの

は，外資が投資しにく

政策は，日本企業の海

が 年代後半からの

ランスは明らかな出超

であった。原因

要因は，ドル安

国であることか

維持されている

った。

日本企業によ

ることになった

成されつつある

は 年以来の急速なドル安

傾向が続いていることであっ

ら不況を免れているともいえ

。中国は 年アメリカを抜

るアジアでの直接投資，現地

。日本の直接投資によって東

。とくに中国との関係では，

・円高にある。アメリカへの

た。したがってアメリカは直

る。さらに中国の経済発展は

いて世界最大の直接投資受け

生産の拡大は，国際的分業関

・東南アジアは，日本を頂点

日本の最大輸出国が中国とな

直接投資が増大した主

接投資受け入れの最大

，外資系企業によって

入れ国になったのであ

係・貿易構造を転換す

とした国際的分業が形

り，最大輸入国にもな

ってきている。

品・製品供給地

中心とした国際

本「円」の国際

出は，ドル建て

て取引が増加し

大していること

中国は「世界の工場」とし

として重要な地位を占めるよ

分業関係が進展する地域とし

化あるいは国際通貨の進展と

％，ユーロ建て８％，円建

ていることを示している。円

によるが，アメリカ・ドルの

てアメリカ，日本， の企

うになった。いわば東・東南

て位置するようになってきて

しても現れている。 年の

て ％となっている
）
。明らか

建て取引が増大したのは，日

外国為替相場が切り下がって

業の生産拠点として部

アジアは，日本企業を

いる。それは同時に日

日本のアジア地域の輸

にアジア地域での円建

本企業向けの輸出が拡

おり，ドルが不安定に

なっていること

抗する通貨とし

通貨としての機

たローカル・カ

海外生

日本企業によ

も原因である。また日本の世

て「円」が流通しているかの

能を十分はたすものではない

レンシーへの道を歩んでいる

産の要因

る海外直接投資の拡大は貿易

界市場への与信も増大し，ア

ようである。しかしこの円の

。むしろ今日の現象は，アジ

のでもある。

構造の変化をもたらしたが，

ジア地域ではドルに対

国際現象は，円の国際

ア地域という限定され

日本企業が海外生産を

行う要因は次に

ある。この場合

国・地域によっ

が無償で土地を

年金，医療など

むしろ先進国の

ある。海外生産の目的は，基

のコストは，労賃，原材料価

てそのコスト要因は異なって

提供する場合もある。労賃は

を負担するのであれば，また

方が相対としては安価という

本的に四つの要因がある。第

格，エネルギー価格，土地・

いる。土地はヨーロッパ，ア

発展途上諸国は低いが，一時

多数の労働者を雇用をしなけ

場合もある。第２は，市場の

１は，コストの側面で

建物価格などであり，

メリカでも地域自治体

期の中国のように住宅，

ればならないとすれば，

問題である。生産した

（ ）



商品が現地で

はアジアの市

企業も ％あ

グローバル化の

販売できるかどうかである。

場よりも大きい。しかし日本

り，アジアが日本企業にとっ

進展と日本の国際関係（岩田）

市場の大きさからいえば，

企業のアジアでの直接投資

て重要な市場となりつつあ

当然アメリカ，ヨーロッパ

は，現地での販売を目指す

る。第３は，先進国市場へ

の進出は，被

進出企業は国

アジア地域

国への部品・

条件が整備さ

ンフラストラ

政治体制が安

進出国よりも技術的に優位な

際金融市場での資金調達能力

での生産はコストを優先する

製品供給地として位置づけて

れていたことであった。それ

クチャーが整備されているこ

定していること，外国企業を

産業・企業でなければなら

が大きいことである。

場合と現地市場を拡大する

いる。アジアでの現地生産

は，道路，鉄道，港湾，用

とであり，豊富で安価な労

政府あるいは自治体の政策

ないことである。第４に，

，さらに先進国あるいは本

を可能にしたのは，一定の

水，電力などのいわゆるイ

働力が存在していること，

として積極的に受け入れて

いること，さ

ンフラの整備

南アジア諸

年代

「政情安定」

地域を社会主

ったのであ

積極政策を展

らに長期にわたる経済成長の

に関しては，日本は な

国地域は，アフリカ，ラテン

年代まで東・東南アジア諸国

であった。また 年から本

義圏に移行させないようにア

る。アジア外国企業の受け入

開している。こうして東・東

結果所得が向上し市場規模

どを通じて行ってきた。政

・アメリカに比べれば相対的

の多くは，軍事独裁政権のも

格的な戦争状態に入ったベト

メリカ，日本は，政権のて

れに関しては， 地域

南アジアは，日本，アメリ

が拡大したことである。イ

治体制に関しては，東・東

に安定している。とくに

とにあり，その限りでは

ナムの状況から，アジア

こ入れ，援助の拡大をはか

あるいは最近では中国も

カ，ヨーロッパ企業，最近

では韓国企業

日本企業の

日本を基軸と

の拡大が，国

近の日本企業

比重が大きく

南アジア諸国

の進出も拡大する環境が整備

海外生産の要因は，東南アジ

した国際的分業関係形成を目

内生産の停滞いわゆる産業の

の投資状況をみれば，海外進

なっている。また海外生産の

における日本・アメリカ系企

されていった。

アと先進国では異なってい

的として展開している。こ

「空洞化」現象を生むとい

出している企業は，国内投

比重のほうが大きい企業は

業の輸出シェアは， ％を

る。東南アジア地域では，

うした日本企業の海外生産

う批判がなされている。最

資よりも国外投資のほうの

数多く存在する。とくに東

超えている。さらに中国で

は外資系企業

南アジアおよ

済構造になっ

料・素材，部

日本の輸出依

また日本・

国となった

の工業生産額は全体の約 ％

び中国は，いかに外資系企業

ているかを示している。しか

品あるいは機械輸出を増大す

存を強める効果をもっている

中国間の貿易は 世紀になっ

。中国からの輸入拡大は，

であり，輸出に占めるシェ

の資本・技術依存のみなら

し日本企業の海外生産の拡

ることになる。この面から

といえよう。

てからも拡大し，中国はア

諸国からの輸入の相対

アは ％を超えている。東

ず外国市場にも依存する経

大は，同時に日本からの原

すれば海外生産の増大は，

メリカを抜いて最大の輸入

的減少を意味しており，

日本，

多国

日本企業の

入政策は，イ

カンボジア

，中国の間の国際分業関係

籍企業化と技術輸出

海外生産の増大傾向は，今後

ンドネシア，タイなどは今後

などでも外資優遇政策を講じ

の変動が続いていることを意

も続いていくのであろうか

も継続していくし，ベトナ

ている。さらに中国は

味している。

。東南アジア諸国の外資導

ム，ミャンマー，ラオス，

の加盟をはじめ一層の開
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放政策，外資導

ている。鎖国状

な要素として位

立命館経済

入の拡大が，市場経済化への

態にあった北朝鮮でさえ，豆

置づけている。このように東

学（第 巻・第１号）

鍵であるとして外国企業の誘

満江開発のように，外資導入

・東南アジア地域の日本企業

致政策をおこなってき

政策を経済発展の重要

の誘致政策は，日本の

供与とあ

可能性は大きい

はじめとして労

アジアの発展は

東・東南アジア

も位置づけられ

ロッパ企業の進

いまって依然として各国で展

ということになる。東・東南

働力の質的向上，あるいは市

，日本企業へ市場を安定的

での製品生産は，日本市場だ

ている。したがって東・東南

出も増大する傾向にある。今

開されており，そのかぎりに

アジア地域の経済発展は，生

場規模が大きくなることを意

に確保することにもつながる

けでなくアメリカ，ヨーロッ

アジア地域は，日本企業だけ

日の ，アメリカはそれぞ

おいて日本企業の進出

産・社会基盤の整備を

味している。東・東南

。また日本企業による

パへの輸出基地として

でなくアメリカ，ヨー

れの安定市場を確保し

ながら，新規市

ア諸国・地域へ

りわけ中国市場

ってきている。

日本企業ある

させることにな

く，欧米あるい

から部品・完成

場を開拓する政策を採って

の の拡大政策は，日本

を巡っては，アメリカが最

いは欧米企業による現地生

った。とりわけ進出企業は

は日本市場への輸出拡大を

品までといった生産体系を構

いる。アメリカの の影

も交えた激しい市場争奪競争

大の投資国となり，最近では

産の拡大は， 諸国の

単に の市場拡大を目

目指している。 諸国

築するのではなく，部品の一

響力， の東南アジ

になってきている。と

も巨額の投資を行

経済構造を大きく転換

的としているだけでな

での製品生産は，原料

部あるいはアッセンブ

リーのみといっ

企業の下請け的

地域全

一部を担ってい

分業形成は，国

う点からすれば

ける主要な経済

た部分加工・組み立て生産な

生産体制を採らざるをえなく

体の国際分業を形成し，そ

るにすぎない状況をもたら

内での原料から完成品までと

，常に脆弱な構造を強いら

施策が，外国企業によって規

どを余儀なくされることを意

なっているのである。さらに

れぞれの国に，欧米・日本企

している。多国籍企業による

いう自国の生産体制・国民経

れることになる。 諸

制され，原料，部品を含む一

味する。いわば先進国

こうした生産体制は，

業のまさに国際分業の

諸国間の国際

済の自立性の確保とい

国では，国民経済にお

部製品の生産という不

均衡な発展を余

諸国

投資によって生

メリカの市場拡

日本企業はこう

業の海外進出は

ざしている。こ

儀なくされている。

と同様に中国は，アメリカ，

産が拡大している。アメリカ

大政策は，中国市場をアジア

したアメリカ戦略の後追いの

，多国籍企業的展開として生

のことは，日本企業のみなら

，日本さらには香港，台

， 企業は，日本企業より

支配の重要な位置にあるもの

ような内容である。 年代

産，販売，研究開発まで含ん

ずアメリカ，ヨーロッパ企業

湾などの華僑系資本の

も出資額が大きい。ア

としているからである。

から本格化した日本企

だグローバル展開をめ

も同様であり，多国籍

企業による世界

多国籍企業展開

多国籍企業は

うとともに，国

ている。したが

透することにな

支配の競争が激化しているこ

の主戦場となりつつある，と

，その世界支配を優位に導く

内での外資の規制と国外での

って 世紀の国際経済は，多

る。多国籍企業の母国および

とを示している。中国市場は

いう状況が形成されている。

ために各国企業との資本・技

外資規制緩和および国内外の

国籍企業による市場，生産，

進出した地域では，生産構造

，まさに米・欧・日の

術・販売提携などを行

市場開放政策を要求し

技術，価格の支配が浸

の転換がはかられるこ
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とになるし，

見据えての国

の社会基盤形

グローバル化の

労働力配置の再編も行われる

際的生産配置，市場獲得が今

成を目的とした援助は，バ

進展と日本の国際関係（岩田）

ことになる。日本企業にと

日的課題となっている。日

ラ撒き型 から実効性の

っても 世紀の国際経済を

本企業の国際的展開のため

ある，すなわち市場の獲得，

企業進出をう

した国際的

あるいは安

同体を形成す

このように日

よって可能に

多国籍企業

ながす内容のある への

貢献は， から進んで

定市場形成をめざしての地域

ることによって多国籍企業的

本経済・日本企業の海外進出

なったのであり，同時に国際

の海外進出に対応して技術貿

転換が要請されている。ま

あるいは国連軍への参加な

間経済協力は， や東ア

展開の基盤を形成するとい

は， 年代から課題とな

経済の変動が進む中で必然

易が拡大している。第２次

た内戦・紛争処理を目的と

ども課題となってくる。

ジア経済圏・東アジア共

うことも課題となっている。

った国際化・開放化政策に

的に辿った道なのであった。

世界大戦後の日本は，外国

から技術を導

れてきた。鉄

外国技術の導

術輸出は，

りの方が大き

これらの部門

の技術輸出は

への技術輸出

入し，それを独自に応用して

鋼，電機・電器・電子，自動

入・応用によって生産を拡大

年代になってから逆転する

くなった。とくに技術輸出が

の技術輸出の増大は，日本企

，西アジアを除くアジアと北

も増大傾向にある。これらの

いくことによって国際的競

車，精密機器，化学など日

してきたのである。しかし

。技術貿易は， 年代に

増大している産業部門は，

業の海外生産の増大と密接

アメリカに集中している。

地域はいずれも日本企業の

争力を増大してきたといわ

本の主要産業は，いずれも

外国技術導入と外国への技

なって支払いよりも受け取

家庭電器，自動車である。

に関連している。日本企業

さらに最近ではヨーロッパ

現地生産の拡大と対応して

いる。いわば

輸出の増大あ

が，同時に

的所有権の

部門で技術優

近年のように

って世界市場

日本の技術輸出は，日本企業

るいは企業の海外生産の拡大

移転した技術の保護・管理も

保護を加盟国に要請している

位・新技術開発を行い世界市

新技術開発が困難になってい

を支配することすら困難にな

の現地生産拡大に伴って増

は，先進諸国では技術優位

必要とする。こうした要請に

。とくにアメリカは， 産業

場支配の体制を築いてきた

るだけでなく，日本やヨー

ってきている。そこでアメ

大しているのである。技術

をもとに行われるのである

応えるべく は，知

をはじめとした情報産業

。しかしアメリカ企業は，

ロッパ諸国の追い上げにあ

リカおよび多国籍企業戦略

は， を

況を維持して

労働

日本企業の

住者は， 万

変動はないが

通じて技術などの知的所有権

いこうとする施策を採ってい

力の国際的移動と外国人労働

国際化の進展は，労働力の国

人で，このうち永住権を得て

，長期滞在者は 万 人と

の確保を各国に義務づける

る。

者就労

際的移動の面でも現れてい

海外で生活している人は，

なっている。長期滞在者は

ことによって技術優位の状

る。 年日本人の海外在

約 万 人ほどで大きな

年代以降急速に増大し

ている。永住

大が著しく

在住者の増大

リカに， ％

者は民間企業

企業による

者と長期滞在者の比率は

年は，長期滞在者 ％，永

は，長期滞在者の急速な増大

はアジア， ％は西ヨーロッ

での従事，留学生・研究者，

長期滞在者は，アジア 万

年にほぼ同数であったのが

住者 ％となっている。

によるものなのである。長

パで，その他大洋州６％な

および政府などの公的機関

人，北アメリカ 万 人，

，その後は長期滞在者の増

年代以降の日本人の海外

期滞在者の約 ％は北アメ

どとなっている。長期滞在

への従事などである。民間

西ヨーロッパ５万 人

（ ）



で日本企業の海

生産拡大，技術

報収集を目的と

立命館経済

外進出と対応している
）
。民間

輸出の拡大などのほかに，ヨ

した滞在がある。さらには製

学（第 巻・第１号）

企業に従事するものの長期滞

ーロッパ，アメリカでの生産

造業のみならず，銀行，保険

在は，企業による現地

・技術・販売などの情

，証券，不動産，サー

ビスなどの各産

ることにともな

よる半ば強制さ

企業あるいは留

には をは

日本人の海外

国人の入国者は

業が外国に現地法人を設置し

って，海外在住を余儀なくさ

れた移住ということになる。

学生・研究者などの日本人の

じめとする援助の増大などに

出国は 年に 万人を越

年 万人であったが

たり，海外支店，海外駐在員

れているのである。こうした

また政府などの公的機関従事

現地生活者が増大したり，観

よって増加傾向にある。

えたが， 年は 万人と

年は 万人 ％の増加であ

事務所を設置したりす

労働力移動は，企業に

者の海外在住は，日本

光客などの増大，さら

％以上増加した。外

る。国内の外国人登録
）

者は， 万人

日本国内での就

での就労を認め

傾向にある。「

性を伴うなどの

器産業などを中

ない段階で，日

からの日本の長

でそのうちアジアが 万人と

労は， 年代後半から急速

ていないのであるが，現実に

不法就労」の外国人労働者は

労働条件も悪い。一時期「日

心に大量に雇用された。それ

系人という枠組みで「労働力

期不況は，「日系」人を含め

全体の４分の３を占めている

に増大した。日本政府はいわ

は「不法就労」という形態で

，一般に日本人労働者よりも

系」ブラジル人，ペルー人な

は外国人単純労働者の国内で

不足」を緩和する政策であっ

て外国人労働者の雇用は停滞

。また外国人労働者の

ゆる単純労働者の日本

の外国人労働者は増加

賃金は低く，また危険

どは，自動車，家庭電

の就労が認められてい

た。 年代に入って

傾向にある。外国人労

働者の雇用は，

う側面をもって

日本は 世紀

究所の長期予測

年の人口は，

者の受け入れを

「プッシュ・プ

低賃金であり，労働条件も悪

いる。

の後半には大幅な人口減少が

によれば，現在の出生率（

万人を割ることになる。そ

拡大する政策が提起されよう

ル論」として論じられてきた

く，さらに景気動向に応じて

見込まれている。厚生労働省

年女性１人あたり平均出生数

こで将来の人口減少をカバー

としている。外国人労働者の

問題であった。それは第１に

雇用を調整できるとい

社会保障・人口問題研

人）からすれば

するために外国人労働

受け入れは，いわゆる

，国内での労働力の再

生産費を節約で

受け入れた労働

どを必ずしも提

ョン役をはたす

た景気拡大期に

過剰労働力が存

を雇用すること

きる，労働力人口に達するま

力に対するコストを節約でき

供しなくてもよいからである

。景気後退が見込まれれば外

なれば低コストで労働力調達

在するからである。第４に，

が可能になる。たとえば最近

での教育費，医療費，住宅費

る，すなわち外国人労働者に

。第３に，外国人労働者は景

国人労働者は最初に整理対象

が可能になる。なぜならば発

外国人労働者は国内で調達で

の 技術者不足からアメリ

を節約できる。第２に，

対しては教育，医療な

気変動におけるクッシ

となるからである。ま

展途上諸国には大量の

きない専門技術者など

カ，ヨーロッパ，ある

いは日本でもイ

ィリピン，中国

基づく外国人労

単なる社会的費

という政策の基

は，教育，住宅

ンドから受け入れる政策が採

からの受け入れによって補う

働者受け入れ政策は，種々な

用節約のため，あるいはコス

礎にある企業合理性の考え方

あるいは社会保障などの社会

られている。さらに看護師な

政策が計画されている。こう

側面から批判されている。外

トを低下させ，景気循環のク

である。ヨーロッパの経験は

的コストを増大することであ

どの絶対的不足は，フ

した新古典派経済学に

国人労働者受け入れは，

ッション役にすぎない

外国人労働者受け入れ

り，失業者の増加であ

（ ）



り，所得格差

日本人人口の

るとしている

グローバル化の

などを拡大することになる，

減少が市場規模を小さくする

。しかしヨーロッパでの政策

進展と日本の国際関係（岩田）

としている。日本での外国

ため企業の生産拡大を抑制

は，必ずしも市場規模を問

人労働者受け入れ政策は，

するのを阻止する意義があ

題にしていない。その意味

で日本の外国

（

発展途上国の

以上である

「 大綱

人労働者受け入れ政策は特異

の方向性

経済開発や福祉の向上に寄

こと，と は定義してい

」を設定し，さらに 年に

な内容をもっているといえ

）は，政府あるいは政府機関

与すること，グラント・エレ

る。日本の は

「 に関する中期政策」

よう
）
。

によって供与されること，

メント（贈与）比率が ％

の定義に沿って 年に

を設定した。それは発展途

上国の人道的

経済・社会イ

となっている

として研修員

査，国際緊急

ラ資金が多

間・国際機関

日本の

な配慮，相互依存関係の深化

ンフラの整備，人材育成，経

。日本の は，無償資金

受け入れ，専門家派遣，青年

援助などとなっている。日

いこと，地域として東南アジ

援助から二国間援助に傾斜し

は， 年に１兆 億円

，環境の保全，平和，自助

済構造改革へ支援，債務問

協力として経済開発，食糧

海外協力隊派遣，プロジェ

本の は，政府借款が多

アが多いことなどの特徴があ

ている。

であったが 年は 億

努力などをうたい，さらに

題への取り組みなどが内容

増産を対象とし，技術援助

クト方式技術援助，開発調

いこと，経済・社会インフ

り，さらに近年では多国

円と 億円弱の減少とな

っている。

た の配

ジア向けが多

キスタン，タ

なっているの

ジアラビア，

ーなどであり

年の実績は贈与が ％，政

分地域は，アジア ％，

くなっている。国別ではイン

イ，スリランカなどの配分

は，アルゼンチン，イラン，

スリランカ，タイ，中国，パ

，アジアあるいはアフリカ地

府借款が ％，国際機関向

アフリカ ％，中南米 で

ドネシア，中国，インド，

が多くなっている。日本が最

インド，インドネシア，ベ

キスタン，バングラディシ

域でも日本の が主要に

けが ％となっている。ま

あり，とくに東南・南ア

ベトナム，フィリピン，パ

大の 二国間供与国に

トナム，カンボジア，サウ

ュ，マレーシア，ミャンマ

配分されている
）
。

日本経済の

は 供与

借款の方が多

せられた。か

ル危機および

換していった

容であった。

国際化の進展は， をは

国としては世界有数の国であ

く，援助とは名ばかりの高利

つてアメリカは， など

ベトナム戦争の終結を契機と

。日本やヨーロッパの資金供

日本， 諸国が湾岸戦争時

じめとする援助の拡大とも密

る。 年代までの日本の

貸し国との批判が発展途上

の援助供与国としては世界最
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